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算定基礎届とは、各被保険者の社会保険料を今の賃金に見合うものにするための届出です。

被保険者の4、5、6月の3ヶ月間に支払った賃金を保険者に届出て、9月からの1年間の保険料を決定します。

算定基礎届の作成と提出に向けて、4月以降の賃金台帳整備をお願いします。社会保険の手続きもれの方がいないかの確認も行ってください。

4月以降に昇給や降給があり、3ヶ月の賃金の平均が、現在の等級と比べて二等級以上変わる場合は、月額変更届を提出します。
6月30日より施行される改正点は以下の通りです。
1.短時間勤務制度を設けること及び所定外労働の免除をすることの義務化
3歳までの子を養育する従業員が対象者です。

2.看護休暇の拡充
小学校就学前の子が、1人の場合は5日、２人以上いる場合は10日の看護休暇を付与することになりました。

3.父親の育児休業取得を促進する仕組みの創設
①父母がともに育児休業を取得する場合、育児休業を１歳２か月（現行１歳）までの間に、１年間取得可能とします。（パパ・ママ育休プラス）
②父親が出産後８週間以内に育児休業を取得した場合、再度育児休業を取得可能とします。
③配偶者が専業主婦（夫）であれば育児休業の取得不可とすることができる制度を廃止します。
4.介護のための1日単位の休暇制度創設

要介護状態の対象家族が、1人であれば年5日、2人以上であれば年10日の介護休暇を与えることになります。
出産育児一時金は、妊娠４ヶ月（85日）以後の出産に対して、１児ごとに39万円を支給する制度です。（産科医療補償制度加入病院での出産の場合、42万円）
　現在、ほとんどの医療機関では協会けんぽに直接請求をし、直接支払いを受ける仕組みとなっています。以前のように出産にかかる費用を事前にご用意いただく必要はありません。
（医療機関によっては、出産の費用を医療機関に全額支払い、その後協会けんぽに出産育児一時金の請求を行う場合もあります。各自ご確認ください）
　実際の業務は、以下のようになります。

①出産にかかった費用が、出産育児一時金の支給額以上である場合、会社での申請手続きは行いません。

②出産にかかった費用が、出産育児一時金の支給額未満であった場合、ご本人の自宅に、差額の支給申請を行う用紙が協会けんぽ等から届きます。この場合でも、ご本人の印鑑や記入のみでよいため、会社を介さなくても支給申請手続きは行えます。
　　申請書が届く前に差額を請求することもできます。この場合、申請用紙以外に以下の添付書類が必要です。

　・領収書のコピー

　・病院との直接払い制度への同意書のコピー

　（領収書に生まれた子供の人数記載がない場合、お医者様等の証明を申請書に記入いただく必要があります）

③お子様が扶養に入る場合、扶養の届出はこれまで通り行いますので、名前、生年月日、続柄等を確実に聞き取るようにしてください。
1.実習型雇用助成金
未経験の求職者を、ハローワークの紹介で実習や研修を行いながら有期雇用(6ヶ月)した場合、支給される助成金です。

変更点は以下の通りです。
①5月10日以降に求職の手続きをした求職者は、緊急人材育成支援事業による職業訓練※終了後、1ヶ月を経過しても就職が決まっていない者、に助成金対象者が限定されます。
※「緊急人材育成・就職支援基金」による職業訓練で、パソコンや、介護・福祉関係のものが多い
②5月10日以降の実習型雇用の求人は、併用求人（一般の求人票と実習型の求人票とをかねているもの）ではなく、専用求人（実習型専用の求人票）にしなければならない。
①によって対象者が大幅に制限されました。ハローワークからの実習型対象者の紹介は減少することが予想されます。
２．中小企業子育て支援助成金

　一定の要件を備えた育児休業、短時間制度の規定を定め、実際に育児休業を取得者や、短時間勤務制度利用者が出た場合、助成金が支給されていました。
変更点は以下の通りです。
①短時間勤務制度の利用者がでた事業主に対する助成の廃止
　　平成21年10月2日以降に短時間勤務制度を利用開始した場合、助成金対象外となります。

②育児休業終了後の働き方の変更
（職場復帰の日が平成22年4月30日より後の場合）

　旧：育児休業終了後6ヶ月以上継続雇用されたこと

　新：育児休業終了後1年以上雇用保険の被保険者として継続雇用されており、その間出勤すべき日の5割以上は出勤していること
Ｑ＆Ａなぜなにどうして？

Ｑ；当社の勤務時間は、8時半から17時半です。しかし、8時15分から朝の掃除を皆で行っています。この時間は労働時間と考えなければいけませんか？
Ａ；労働基準法にいう労働時間とは、使用者の指揮監督下にある時間をいいます。今回のような時間が労働時間か、労働者の自由時間とされるかは、以下の点で判断されます。

①使用者の命令があるか

　個別的指示や就業規則等ではっきりと義務づけられている

②法令で義務付けられているか

　安全衛生法上着用を命ぜられている(有害作業の保護衣や保護具の着用等)
③黙示的な命令があるか

　その作業を行わない場合、事実上不利益な取扱いがされる

④仕事を行うために必然的なものか

⑤仕事を行うに際して通常必要とされるものか
　上記に該当する場合は労働時間であり、それ以外の場合（労働者が自主的に任意で行っている場合等）は労働者の自由時間とされます。
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助成金受給


要件の変更





　夏期の服装のときは、ネクタイ、上着を外させていただくようにしました。


よろしくお願いします。
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出産育児一時金について
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